
令 和 ８ 年 度

日 高 町

水道事業会計予算



（１）給 水 戸 数 戸

（２）年 間 総 給 水 量 ㎥

（３）一 日 平 均 給 水 量 ㎥

収　入

第１款　事  業  収  益 千円

第１項　営  業  収  益 千円

第２項　営 業 外 収 益 千円

第３項　特　別　利　益 千円

支　出

第１款　事　業　費 千円

第１項　営　業　費　用 千円

第２項　営 業 外 費 用 千円

第３項  特　別　損　失 千円

令和８年度日高町水道事業会計予算

195,689

219,446

17,863

1

201,582

（総則）

1

第１条　令和８年度日高町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

39,356

2,680

978,200

235,046

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（収益的収入及び支出）

3,700
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- 2 -（資本的収入及び支出）

収　入

第１款　資 本 的 収 入 千円

第１項　国 庫 補 助 金 千円

第２項　企 業 債 千円

第３項　負 担 金 千円

支　出

第１款　資 本 的 支 出 千円

第１項　建 設 改 良 費 千円

第２項　企 業 債 償 還 金 千円

（企業債）

利 率
千円

5.0 % 
以内

普通貸借

千円

同　上

千円

同　上萩原浄水場機器設備 35,400 同　　　上 同　　　上
更新事業

（上水道事業債）

同　　　上 同　　　上

地区）共同事業負担金

政府、銀行又はその他

　　　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 9,630千円と過年度分損益勘定留保資金 52,165千円及び当年度分損益勘定

　　　留保資金 26,575千円で補てんするものとする。）

1

53,021

70,600

令和 8 年度

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額  88,370千円は、

74,265

3,664

起 債 の 目 的 起 債 の 方 法

 布設替事業           
10,900

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限 度 額

  ただし、事業その他の都合により起債
額の全部又は一部を後年度へ繰越して起
債することができる。

　政府資金については、その融通条件
により銀行その他の場合にはその債権
者と協定するものとする。
　ただし、企業財政の都合により、年
限変更、繰上償還又は低利借換えする
ことができる。

県道御坊由良線水道管

（上水道事業債）

109,614

162,635

県営水利施設等保全高 24,300

償 還 の 方 法

（3）借入方法

（2）借入時期
（1）借入先

（上水道事業債）

度化事業（川辺町周辺



（一時借入金）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

10,496 千円

（他会計からの補助金）

（たな卸資産購入限度額）

　　 　日 高 町 長 　　　松　本　秀　司

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、1,300 千円と定める。

　　　　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

第９条　水道事業会計助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける額は 22,782 千円である。

　令和８年３月１０日　 提  　出

（１）職員給与費

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

（１）営業費用と営業外費用との間

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第６条　一時借入金の限度額は、50,000 千円と定める。
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３. 令和８年度 日高町水道事業予定キャッシュ・フロ－計算書

７．令和７年度 日高町水道事業予定貸借対照表

８. 工事請負費明細書

令和 ８ 年 度 日 高 町 水 道 事 業 会 計 予 算 付 属 明 細 書

１. 令和８年度 日高町水道事業会計予算実施計画

２. 令和８年度 日高町水道事業会計予算事項別明細書

４. 給与費明細書

６．令和７年度 日高町水道事業予定損益計算書

５．令和８年度 日高町水道事業予定貸借対照表



　　収益的収入及び支出

款 項 目 予定額

1.事業収益 235,046

1.営業収益 195,689

1.給水収益 192,000

2.その他の営業収益 3,689

2.営業外収益 39,356

1.受取利息及び配当金 150

2.他会計補助金 22,782

3.加入金 589

4.長期前受金戻入 15,834

5.雑収益 1

3.特別利益 1

1.固定資産売却益 1

　（単位 ： 千円）

    １．令和８年度日高町水道事業会計予算実施計画

備　　考

　　収　入
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　　支　出

款 項 目 予定額

1.事業費 219,446

1.営業費用 201,582

1.原水及び浄水費 93,065

2.配水及び給水費 20,772

3.業務費 10,770

4.総係費 6,595

5.減価償却費 70,378

6.資産減耗費 1

7.その他営業費用 1

2.営業外費用 17,863

14,329

2.雑支出 334

3,200

3.特別損失 1

1.その他特別損失 1

　（単位 ： 千円）

備　　考

3.消費税及び地方消費税

1.支払利息及び企業債
  取扱諸費



　　収　入

款 項 目 予定額

1.資本的収入 74,265

1.国庫補助金 3,664

1.国庫補助金 3,664

2.企業債 70,600

1.企業債 70,600

3.負担金 1

1.負担金 1

　　支　出

款 項 目 予定額

1.資本的支出 162,635

1.建設改良費 109,614

1.配水設備改良費 89,115

2.資産購入費 20,499

2.企業債償還金 53,021

1.企業債償還金 53,021

　　資本的収入及び支出

備　　考

　（単位 ： 千円）

備　　考

　（単位 ： 千円）
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金　額

1.事業収益 235,046 225,402 9,644

1. 営業収益 195,689 163,679 32,010

1. 給水収益 192,000 160,000 32,000 1. 水 道 料 金 192,000

2. その他の営業収 3,689 3,679 10 1. 手 数 料 28 15
益 12

1

2. 雑 収 益 3,661

2. 営業外収益 39,356 61,722 △ 22,366

1. 受取利息及び配 150 139 11 1. 預 金 利 息 150
当金

2. 他会計補助金 22,782 45,664 △ 22,882 1. 他 会 計 補 助 金 22,782

3. 加入金 589 589 0 1. 加 入 金 589

4. 長期前受金戻入 15,834 15,329 505 1. 工 事 負 担 金 5,277

3. 国 庫 補 助 金 9,882

4. 県 補 助 金 675

5. 雑収益 1 1 0 1. 雑 収 益 1

3. 特別利益 1 1 0

1. 固定資産売却益 1 1 0 1. 固定資産売却益 1

水道料金

一般会計補助金

国庫補助金

1雑収益

設計・材料・工事検査手数料　 

開栓手数料

指定工事店手数料

3,660消火栓維持管理費 　

　（単位 ： 千円）

本年度 比　較
節

　 ２．令和８年度日高町水道事業会計予算事項別明細書

 　収益的収入及び支出

前年度項　　款　　 目

    収　入

区　分
説　　　明

預金利息

加入金

工事負担金

県補助金



金　額

1.事業費 219,446 217,515 1,931

1. 営業費用 201,582 198,274 3,308

1. 原水及び浄水費 93,065 89,315 3,750 1. 消 耗 品 費 40

2. 燃 料 費 50

3. 通 信 運 搬 費 48

4. 委 託 料 17,178

1,194

354

693

2,045

5. 修 繕 費 13,600 500

12,100

1,000

8. 賃 借 料 1,985 175

1,810

9. 動 力 費 12,180

10.薬 品 費 2,474

11.材 料 費 240

12.受 水 費 45,270

2. 配水及び給水費 20,772 22,840 △ 2,068 1. 給 料 3,050

2. 手 当 等 810 786

24

3. 賞与引当金繰入額 394

4. 法 定 福 利 費 991 777

214

5. 法定福利費引当金 78
繰入額

 　  支　出 　（単位 ： 千円）

浄水場電話代

浄水場施設関係

法定福利費引当金繰入額

12,892

浄水場電気工作物保安管理
委託料

井戸・ため池使用料等

浄水場電気代

浄水場配管・機器等修繕費

浄水場管理棟修繕費

原水水質検査委託料

浄水場配管補修資材他

浄水場他施設遠方監視シス

テム借上料

浄水場警備委託料

汚泥処分委託料

職員共済組合負担金   　

項款 目 本年度 前年度
区　分

比　較

UF膜洗浄委託料

通勤手当

期末勤勉手当

節

発電機燃料代

説　　明

職員退職手当負担金   　

原水送水管等修繕費

賞与引当金繰入額

浄水場薬品関係

受水費

企業職給 1名
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金　額

6. 委 託 料 3,275 1,297

575

1,000

132

271

7. 賃 借 料 1,097 1,090

7

8. 修 繕 費 7,400 4,400

3,000

11.動 力 費 2,676

12.材 料 費 1,000

13.雑 費 1

3. 業務費 10,770 10,455 315 1. 給 料 2,637

2. 手 当 等 691 676

15

3. 賞与引当金繰入額 339

4. 法 定 福 利 費 847 662

185

5. 法定福利費引当金 67
繰入額

6. 消 耗 品 費 36

7. 印 刷 製 本 費 675 484

66

75

50

8. 通 信 運 搬 費 500

　（単位 ： 千円）

款 項 目 本年度 前年度 比　較
節

説　　明
区　分

各施設電気工作物保安管理

鉄道用地賃借料

通勤手当

職員共済組合負担金   　

各施設配管補修材等

期末勤勉手当

企業職給 1名

職員退職手当負担金   　

各施設整備委託料等

委託料

配水水質検査委託料等

送・配水管漏水修理修繕費

NTTケ－ブル賃借料

漏水調査業務委託料

各施設機器修繕費

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

封筒

消耗品費

各施設電気代

切手代

納付書

納入通知書

検針用ロ－ル紙

水道台帳システム保守料



金　額

9. 委 託 料 3,926 3,300

186

440

10.手 数 料 1,052

4. 総係費 6,595 6,476 119 1. 手 当 等 592 292

300

4. 旅 費 28

5. 消 耗 品 費 122

6. 燃 料 費 200

7. 印 刷 製 本 費 1

8. 通 信 運 搬 費 1

9. 委 託 料 3,551 601

1,870

220

向上業務委託料 860

10.手 数 料 25

11.使 用 料 31

12.賃 借 料 1,304 1,116

163

25

13.修 繕 費 139

16.補 償 金 1

17.食 糧 費 1

18.負 担 金 132 90

42

　（単位 ： 千円）

款 項 目 本年度 前年度 比　較
節

説　　明
区　分

自動車燃料費

時間外勤務手当  　

複写機借上料

事務用品等

自動車通行料等

普通旅費

公金収納手数料

企業会計システム等保守料

企業会計システム支援業務

浄化槽使用料

公用車定期検査手数料等

和歌山県水道協会負担金

日本水道協会負担金

公用車修繕費

消費税支援業務委託料

企業会計システム等借上料

委託料

企業会計システム精度

ィタ－ミナル改定料

宿日直手当

検針業務委託料

水道料金システム、ハンデ

ィタ－ミナル保守料
水道料金システム、ハンデ
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金　額

19.保 険 料 410 15

18

255

38

水道賠償責任保険料 84

20.公 課 費 7

21.貸倒引当金繰入額 50

5. 減価償却費 70,378 69,186 1,192 1. 有形固定資産減価 67,539 3,177
償却費 39,799

22,551

2,012

2. 無形固定資産減価 2,839
償却費

6. 資産減耗費 1 1 0 2. 固定資産除却費 1

7. その他営業費用 1 1 0 1. 雑 支 出 1

2. 営業外費用 17,863 19,240 △ 1,377

1. 支払利息及び企 14,329 13,350 979 1. 企 業 債 利 息 14,079
業債取扱諸費 2. 一時借入金利息 250

2. 雑支出 334 690 △ 356 1. そ の 他 雑 支 出 334

3. 消費税及び地方 3,200 5,200 △ 2,000 1. 消費税及び地方消 3,200
消費税 費税

3. 特別損失 1 1 0

1. その他特別損失 1 1 0 1. その他特別損失 1

　（単位 ： 千円）

款 項 目 本年度 前年度 比　較
節

説　　明
区　分

検針員賠償責任保険料

自動車任意保険料

工具器具及び備品

自動車強制保険料

自動車重量税

構築物

水利権

機械及び装置

建物火災保険料

建物

貸倒引当金繰入額

企業債利息

一時借入金利息

消費税及び地方消費税

4条予算の特定収入に係る
控除対象外消費税



金　額

1.資本的収入 74,265 77,501 △ 3,236

1. 国庫補助金 3,664 7,500 △ 3,836

1. 国庫補助金 3,664 7,500 △ 3,836 1. 国 庫 補 助 金 3,664

2. 企業債 70,600 70,000 600

1. 企業債 70,600 70,000 600 1. 企 業 債 70,600

3. 負担金 1 1 0

1. 負担金 1 1 0 1. 負 担 金 1

金　額

1.資本的支出 162,635 164,571 △ 1,936

1. 建設改良費 109,614 104,431 5,183

1. 配水設備改良費 89,115 104,091 △ 14,976 1. 工 事 請 負 費 63,631

3. 消 耗 品 費 80

7. 負 担 金 25,404

25,221

33

150

2. 資産購入費 20,499 340 20,159 1. 量 水 器 358

4. 有形固定資産購入 20,141
費

2. 企業債償還金 53,021 60,140 △ 7,119

1. 企業債償還金 53,021 60,140 △ 7,119 1. 企 業 債 償 還 金 53,021

説　　明

    収　入

企業債

説　　明

    支　出

比　較

項

節

比　較
節

区　分

款 項 目 本年度 前年度

国庫補助金

目

区　分

　（単位 ： 千円）

担金

水道メ－タ－購入費

同事業負担金

県営水利施設等保全高度化

水道補助事業特別負担金

土地改良事業団体連合会負

事業（川辺町周辺地区）共

企業債償還金元金

ＵＦ膜（水処理膜）購入費

　　資本的収入及び支出

　（単位 ： 千円）

款 本年度 前年度

事務用品、図書購入費等

別紙（工事請負費明細書）
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当年度純利益 10,076,700

減価償却費 70,378,000

固定資産除却費 1,000

貸倒引当金の増減（△は減少） 50,000

賞与引当金の増減（△は減少） △304,000

法定福利費引当金の増減（△は減少） △137,000

長期前受金戻入額 △15,834,000

受取利息及び配当金 △150,000

支払利息及び企業債取扱諸費 14,329,000

固定資産売却損益（△は益） △1,000

未収金の増減（△は増加） △5,049,655

未払金の増減（△は減少） △179,000

小　　　　　計 73,180,045

利息及び配当金の受取額 150,000

利息の支払額 △14,329,000

業務活動によるキャッシュ・フロ－ 59,001,045

　　　　　　　　　　　　　　　３．令和８年度　日高町水道事業予定キャッシュ・フロ－計算書

(令和８年４月１日から 令和９年３月３１日まで)
（単位 ： 円）

1．　業務活動によるキャッシュ・フロ－



有形固定資産の取得による支出 △98,151,000

有形固定資産の売却による収入 1,000

国庫補助金による収入 4,336,000

負担金等による収入 1,000

投資活動によるキャッシュ・フロ－ △93,813,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 70,600,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △53,020,552

財務活動によるキャッシュ・フロ－ 17,579,448

資金に係る換算差額 0

資金増減額 △17,232,507

資金期首残高 126,423,228

資金期末残高 109,190,721

2．　投資活動によるキャッシュ・フロ－

3．　財務活動によるキャッシュ・フロ－

（単位 ： 円）
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給　料 職員手当 計
　　　　（人）　　　（千円）　　　（千円）　　　（千円）

2 5,687 2,826 8,513

2 5,687 2,826 8,513
2 5,549 2,431 7,980

2 5,549 2,431 7,980
0 138 395 533

0 138 395 533

期末勤勉手当 扶養手当 通勤手当 管理職手当 計

　　　（千円）　　　（千円）　　　（千円）　　　（千円） 　　　（千円）
本年度 2,195 0 39 0 2,826
前年度 1,836 0 24 0 2,431
比　較 359 0 15 0 395

給　料 職員手当 計
　　　　（人）　　　（千円）　　　（千円）　　　（千円）

2 5,687 2,826 8,513

2 5,687 2,826 8,513
2 5,549 2,431 7,980

2 5,549 2,431 7,980
0 138 395 533

0 138 395 533

期末勤勉手当 扶養手当 通勤手当 管理職手当 計

　　　（千円）　　　（千円）　　　（千円）　　　（千円） 　　　（千円）
本年度 2,195 0 39 0 2,826
前年度 1,836 0 24 0 2,431
比　較 359 0 15 0 395

な　 　し

  　４.  給与費明細書

（１） 総　括

区　　分
職員数

給　　与　　費
法定福利費 合　　計 備　　考

　　　（千円） 　　　（千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員 1,983 10,496
資本勘定支弁職員

合　計 1,983 10,496

292

前
年
度

損益勘定支弁職員 1,842 9,822
資本勘定支弁職員

合　計 1,842 9,822

300 271
0 21

合　計 141 674

区　分
時間外
勤務手当

宿日直手当

職員手当
の 内 訳

　　　（千円） 　　　（千円）

比
較

損益勘定支弁職員 141 674
資本勘定支弁職員

300

区　　分
職員数

給　　与　　費
法定福利費 合　　計 備　　考

　　　（千円） 　　　（千円）

ア. 会計年度任用職員以外の職員

本
年
度

損益勘定支弁職員 1,983 10,496
資本勘定支弁職員

合　計 1,983 10,496

合　計 141 674

前
年
度

損益勘定支弁職員 1,842 9,822
資本勘定支弁職員

合　計 1,842 9,822

比
較

損益勘定支弁職員 141 674
資本勘定支弁職員

イ. 会計年度任用職員

300 271
0 21

区　分
時間外
勤務手当

宿日直手当

職員手当
の 内 訳

　　　（千円） 　　　（千円）
300 292



増減額

　　（千円） 　　　（千円）

271

106

△ 239 異動

24

335

15

21

235,900
237,475

25歳 8ヶ月
220,050
221,625

24歳 8ヶ月

200,300
232,000

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

区　分
増減事由別内訳

説　  　　明

給　　料 138

給与改定に伴う増減分 人事院勧告

昇給に伴う増加分 昇給日：1月1日

その他の増減分

職　　員
手　　当

395

制度改正に伴う増減分 24 期末勤勉手当　 人事院勧告

宿日直手当

その他の増減分 371

期末勤勉手当　 昇給146 異動189

通勤手当 異動

日直日数の増18　日直手当額の増3

大　学　卒 232,000

  イ. 初任給

区    分

令和7年4月1日現在 平均給与月額 　（円）
平 均 年 齢　　（歳）

（３） 給料及び職員手当の状況

  ア. 職員一人当たり給与

令和8年4月1日現在

事務・技術職（企業職）

企   業   職 一般会計の制度
事務・技術職 （円） 一般職 （円）

200,300

区 　　　     　　　分 
平均給料月額 　（円）
平均給与月額 　（円）
平 均 年 齢　　（歳）
平均給料月額 　（円）

高　校　卒
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構成比（％）

50.0

50.0

100.0

企　業　職
（A） （人） （A） （人） 2
（B） （人） （B） （人） 2
1号給 （人） 1号給 （人）
2号給 （人） 2号給 （人）
3号給 （人） 3号給 （人）
4号給 （人） 4号給 （人） 2
6号給 （人） 6号給 （人）
8号給 （人） 8号給 （人）
(B)/(A)（％） (B)/(A)（％） 100.0

本年度

区　　　　　　分 企　業　職

前年度

区　　　　　　分
 職  員  数　　 2  職  員  数　　 

 比　較   100.0  比　較           

  エ. 昇給

 昇給に係る職員数 2  昇給に係る職員数　　　

 号給数別内訳  号給数別内訳
2

1 級

企　　業　　職
副課長・ 課長補佐

係長の職務 主査の職務

区　　　分 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級

主事の職務
主幹の職務 の職務の職務

3級 3級

5級 5級

2級 2級 1

1級 2 100.0 1級 1

  ウ. 級別職員数

区　　　分
企　　　　業　　　　職

区　　　分
企　　　　業　　　　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人）

令和8年4月1日現在 令和7年4月1日現在

7級 7級

7級

 公室長・参事
課長の職務

2

6級 6級

4級 4級

計 2 100.0 計

（級別の基準となる職務）



6月（月分） 12月（月分）

2.325 2.325

2.300 2.300

2.325 2.325

20年勤続の者 25年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709

な　　し

な　　し

  オ. 期末手当、勤勉手当

区　　分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備　　　考

（月分）

本 年 度 4.650 有

 国 の 制 度 4.650 有

前 年 度 4.600 有

  カ. 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

   区    分
35年勤続の者

その他の加算措置等 備　　　　考
（月分）

 支給率等 47.709 定年前早期退職特例措置 和歌山県市町村総合事務組合に加入

  ケ. その他の手当

 国の制度
 （支給率等）

24.586875 33.27075 47.709

  キ. 地域手当　　　　　　　　　な　　　　し

  ク. 特殊勤務手当　　

47.709 定年前早期退職特例措置

通　勤　手　当 同　じ

区　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同　じ

住　居　手　当 同　じ
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（単位 ： 円）

1．
(1)

イ． 土地 83,366,544
ロ． 建物 193,412,792

減価償却累計額 △79,017,144 114,395,648
ハ． 構築物 2,262,728,801

減価償却累計額 △1,099,372,363 1,163,356,438
ニ． 機械及び装置 1,524,252,963

減価償却累計額 △1,286,398,369 237,854,594
ホ． 車両及び運搬具 1,362,630

減価償却累計額 △1,294,499 68,131
ヘ． 工具、器具及び備品 15,654,538

減価償却累計額 △5,298,017 10,356,521
ト． 建設仮勘定 199,979,298

1,809,377,174

(2)
イ． 水利権 14,824,994

14,824,994
1,824,202,168

2．
(1) 109,190,721
(2) 24,138,253

貸倒引当金 △213,286 23,924,967
(3) 737,523

133,853,211

資　産　合　計 1,958,055,379

有形固定資産

５．令和８年度　日高町水道事業予定貸借対照表

(令和９年３月３１日まで)

　　　　　　資　 　　産　　 　の　　 　部
固定資産

有形固定資産合計

無形固定資産

無形固定資産合計
固定資産合計

流動資産
現金預金
未収金

貯蔵品
流動資産合計



（単位 ： 円）

3．
(1)

イ． 建設改良等の財源に充てるための企業債 865,629,592
865,629,592

4．
(1)

イ． 建設改良等の財源に充てるための企業債 59,117,388
(2) 14,530,000
(3)

イ． 賞与引当金 394,000
ロ． 法定福利費引当金 0 394,000

74,041,388

5．
1,362,583,264
△961,525,272

401,057,992

負　債　合　計 1,340,728,972

6． 509,600,000

7．
(1) 資本剰余金

イ． 国庫補助金 17,101,000
17,101,000

(2)
イ． 減債積立金 14,336,000
ロ． 建設改良積立金 67,143,907
ハ． 当年度未処分利益剰余金 9,145,500

90,625,407
107,726,407

資　本　合　計 617,326,407

負債・資本合計 1,958,055,379

　　　　　　負　 　　債　　　 の　　　 部

繰延収益合計

固定負債
企業債

固定負債合計

流動負債
企業債

未払金
引当金

流動負債合計

繰延収益
長期前受金
収益化累計額

利益剰余金合計
剰余金合計

　　　　　　資　 　　本　　　 の　　　 部
資本金

剰余金

資本剰余金合計
利益剰余金
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Ⅰ．

１．固定資産の減価償却方法

・

・ 主な耐用年数

建物 ５８年

構築物 ３８年

機械及び装置 ５～１６年

車両及び運搬具 ５年

工具器具及び備品 ３～５年

・

水利権 ２０年

２．

・

３．

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計
上している。

（３）法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度における支給見込額に基づき、当年度の負
担に属する額を計上している。

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

たな卸し資産の評価基準及び評価法

先入先出法による原価法（貸借対照評価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

退職給付引当金は、和歌山県市町村総合事務組合に加入しており、日高町水道事業会計は、当該組合に負担金を拠出し
ているが、一般会計との間で協定書を締結することにより、追加的な調整負担金は、全額一般会計において措置するこ
ととなっているため、日高町水道事業会計においては退職給付引当金を計上していない。

（２）賞与引当金

　　  注 記

重要な会計方針

（１）有形固定資産

減価償却の方法　　定額法による。

（２）無形固定資産

減価償却の方法　　定額法による。



４．

Ⅱ．

１．

Ⅲ．

１．

該当事項なし

２．

３．

４．

Ⅳ．

Ⅴ． その他の注記

該当事項なし

（３）貸倒引当金の取崩し

該当事項なし

重要な後発事象

該当事項なし

引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

令和８年度において、期末手当及び勤勉手当として １，０９８，０００円 を支給するため、賞与引当金 ６９８,０００円
を取り崩す。

（２）法定福利費引当金の取崩し

令和８年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として ２１６,０００円 を支給するため、法定福利費引当金
１３７,０００円を取り崩す。

企業債の償還に係る他会計の負担

該当事項なし

重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

該当事項なし

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

予定キャッシュ・フロ－ 計算書等関連

重要な非資金取引

該当事項なし

予定貸借対照表等関連

担保に供している資産及びこれに対応する債務

消費税及び地方消費税の会計処理

- 23 -



- 24 -

（単位：円）

営業収益

(1) 給水収益 127,775,000

(2) その他営業収益 3,679,000 131,454,000

2 営業費用

(1) 原水及び浄水費 85,472,000

(2) 配水及び給水費 21,481,000

(3) 業務費 10,315,000

(4) 総係費 6,014,000

(5) 減価償却費 69,186,000

(6) 資産減耗費 1,274,000

(7) その他営業費用 1,000 193,743,000

営　業　損　失 62,289,000

3 営業外収益

(1) 受取利息 139,000

(2) 他会計補助金 65,354,000

(3) 加入金 536,000

(4) 長期前受金戻入 15,329,000

(5) 雑収益 16,800 81,374,800

4 営業外費用

(1) 支払利息 13,350,000

(2) 雑支出 6,667,000 20,017,000 61,357,800

経　常　損　失 931,200

６．令和７年度　日高町水道事業予定損益計算書

(令和７年４月１日から 令和８年３月３１日まで)



（単位：円）

5 特別利益

(1) 固定資産売却益 1,000 1,000

6 特別損失

(1) その他特別損失 1,000

(2) 過年度損益修正損 0 1,000 0

7 予備費

(1) 予備費 0 0 0

当 年 度 純 損 失 931,200

前年度繰越利益剰余金 0

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処理欠損金 931,200
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（単位 ： 円）

1．
(1)

イ． 土地 83,366,544
ロ． 建物 193,412,792

減価償却累計額 △75,840,144 117,572,648
ハ． 構築物 2,236,922,801

減価償却累計額 △1,059,573,363 1,177,349,438
ニ． 機械及び装置 1,473,367,963

減価償却累計額 △1,263,847,369 209,520,594
ホ． 車両及び運搬具 1,362,630

減価償却累計額 △1,294,499 68,131
ヘ． 工具、器具及び備品 15,654,538

減価償却累計額 △3,286,017 12,368,521
ト． 建設仮勘定 177,020,298

1,777,266,174

(2)
イ． 水利権 17,663,994

17,663,994
1,794,930,168

2．
(1) 126,423,228
(2) 19,760,598

貸倒引当金 △163,286 19,597,312
(3) 737,523

146,758,063

資　産　合　計 1,941,688,231

有形固定資産合計

無形固定資産

無形固定資産合計
固定資産合計

流動資産
現金預金
未収金

貯蔵品
流動資産合計

有形固定資産

７．令和７年度　日高町水道事業予定貸借対照表

(令和８年３月３１日まで)

　　　　　　資　 　　産　　 　の　　 　部
固定資産



（単位 ： 円）

3．
(1)

イ． 建設改良等の財源に充てるための企業債 854,146,980
854,146,980

4．
(1)

イ． 建設改良等の財源に充てるための企業債 53,020,552
(2) 13,209,000
(3)

イ． 賞与引当金 698,000
ロ． 法定福利費引当金 137,000 835,000

67,064,552

5．
1,358,918,264
△945,691,272

413,226,992

負　債　合　計 1,334,438,524

6． 509,600,000

7．
(1) 資本剰余金

イ． 国庫補助金 17,101,000
17,101,000

(2)
イ． 減債積立金 14,336,000
ロ． 建設改良積立金 67,143,907
ハ． 当年度未処理欠損金 931,200

80,548,707
97,649,707

資　本　合　計 607,249,707

負債・資本合計 1,941,688,231

利益剰余金合計
剰余金合計

　　　　　　資　 　　本　　　 の　　　 部
資本金

剰余金

資本剰余金合計
利益剰余金

繰延収益合計

固定負債
企業債

固定負債合計

流動負債
企業債

未払金
引当金

流動負債合計

繰延収益
長期前受金
収益化累計額

　　　　　　負　 　　債　　　 の　　　 部
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　（単位 ： 千円）

口　径

（㎜）

８．工事請負費明細書

35,475

弁設置

沈澱池排泥弁・排泥用元弁更新  　1.0式
浄水濁度計更新（膜処理棟内）　　1.0式
浄水残塩計更新（膜処理棟内）　　1.0式
コンプレッサー更新（膜処理棟内）1.0式

1.0

10,000

18,156162.0

仕切弁設置工　2箇所

3 萩原浄水場機器設備更新工事

工事費(税込)路　線　名　等 位　置 工　種 工　事　内　容

小浦 耐震用ダクタイル鋳鉄管150

200比井

m

　(１)　配水設備工事

県道御坊由良線水道管止水工事

数量、延長

1 県道御坊由良線水道管布設替工事

2

萩原 更　新 式

管路布設

2.0 基




